別紙様式１号（実施要領第４関係）
番　　　号
年　月　日

　福島県知事  様
（福島県○○農林事務所長経由）

住　所（※1） 　　　　　
事業実施主体名　　　　　
代表者名    氏　　　　名

令和○○年度福島県農業系汚染廃棄物処理事業の
事業実施計画（変更・中止・廃止）承認申請書
　福島県農業系汚染廃棄物処理事業実施要領第４の規定に基づき、別添のとおり申請します。















　※１：「住所」は、知事が適当と認めた民間団体・民間事業者等の場合


（別添：実施要領様式１号）

農業系汚染廃棄物処理事業実施計画書
第１　総括表
	市町村名
	
	事業実施主体名
	
	

（所在地）＊民間団体・民間事業者が事業実施主体の場合に記載。

	対象地区
	品　目
	処理区分
	処理量
処理面積
	実施戸数
	実施予定期間
	負　担　区　分
	備　考

	
	
	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	その他
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



  注）「処理区分」の欄には、「一時保管場所で一時保管」、「処理場で焼却」、「処理場で埋設」、一時保管場所の撤去等処理の区分を記載すること。

第２　詳細表

 （１）事業計画の概要
	事業計画の概要（廃棄物の発生状況、廃棄物の処理・一時保管場所の撤去の必要性、スケジュール等）
	必要性の区分

	
	


  注）「必要性の区分」欄には以下の該当する番号を記載すること。
      ①　高濃度の放射性物質を含み農林業者や周辺住民等の安全性の確保等の観点から速やかな処理が必要であるもの
　　　②　農林業等事業活動の継続の支障となっており、速やかな処理が必要とされるもの
　　　③　地域での廃棄物の処理を進めるために、先行的に地域のモデルとして処理を行う必要のあるもの

 （２）処理方法等
	地区名
	品目名
	放射性セシウム
の濃度範囲
（Bq/kg）
	処理量
処理面積
	処理の方法
	周辺環境モニタ
リングの方法
	備　考

	
	
	
	
	
	
	


　

※　変更等があった場合には、変更か所を比較できるよう二段書きとし、変更前を上段（　）書きとすること。変更の理由は、事業計画の概要に記載すること。


別紙様式２号（実施要領第５関係）

番　　　号
年　月　日

　福島県知事  様
（福島県○○農林事務所長経由）

住　所（※1） 　　　　　
事業実施主体名　　　　　
代表者名    氏　　　　名

令和○○年度福島県農業系汚染廃棄物処理事業の事業実施状況報告書
　福島県農業系汚染廃棄物処理事業実施要領第５の１の規定に基づき、別添のとおり報告します。















　※１：「住所」は、知事が適当と認めた民間団体・民間事業者等の場合


（別添：実施要領様式２号）

農業系汚染廃棄物処理事業実施状況報告書
第１　総括表
	市町村名
	
	事業実施主体名
	
	

（所在地）＊民間団体・民間事業者が事業実施主体の場合に記載。

	対象地区
	品　目
	処理区分
	処理量
処理面積
	実施戸数
	実施予定期間
	負　担　区　分
	備　考

	
	
	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	その他
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



  注）「処理区分」の欄には、「一時保管場所で一時保管」、「処理場で焼却」、「処理場で埋設」，「一時保管場所の撤去」等処理の区分を記載すること。

第２　詳細表

 （１）事業実施状況
	事業実施状況の概要（廃棄物の発生状況、処理状況、一時保管場所の撤去等の状況）

	



 （２）処理方法等
	地区名
	品目名
	放射性セシウム
の濃度範囲
（Bq/kg）
	処理量
処理面積
	処理の状況
	周辺環境モニタ
リングの結果
	備　考

	
	
	
	
	
	
	




※　変更等があった場合には、変更か所を比較できるよう二段書きとし、変更前を上段（　）書きとすること。



別紙様式３号（実施要領第５関係）
番　　　号
年　月　日

　福島県知事  様
（福島県○○農林事務所長経由）

 住　所（※1） 　　　　　
[bookmark: _GoBack]事業実施主体名　　　　　
代表者名    氏　　　　名

令和○○年度福島県農業系汚染廃棄物処理事業における
　　　　　一時保管管理汚染廃棄物の処理状況報告書
　福島県農業系汚染廃棄物処理事業実施要領第５の２の規定に基づき、別添のとおり報告します。















※１：「住所」は、知事が適当と認めた民間団体・民間事業者等の場合

（別添：実施要領様式３号）

農業系汚染廃棄物処理事業における一時保管管理汚染廃棄物の処理状況報告書
第１　総括表
	市町村名
	
	事業実施主体名
	



（所在地）＊民間団体・民間事業者が事業実施主体の場合に記載。



	事業実施年度
	対象地区
	品　目
	対象となる
農家戸数(戸)
	一時保管管理
汚染廃棄物量
(ｔ)
	区分別処理量（ｔ）

	
	
	
	
	
	業者委託
	焼却処理
	埋設処理
	堆肥化処理

	










	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


注１「事業実施年度」の欄には、福島県農業系汚染廃棄物処理事業の取組年度を記載すること。
注２「対象となる農家戸数」の欄は、当該年度事業により一時保管管理を行った農業系汚染廃棄物の生産農家数を記載すること。
注３「一時保管中の汚染廃棄物量」の欄は、当該年度事業実施状況報告における処理量を記載すること。

第２　詳細表
 （１）処理の詳細
	品　目
	処理区分
	処理委託先または処理施設
の名称及び住所
	処理量
（ｔ）
	処理経費
（千円）
	周辺環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果
	備　考


	






	
	
	
	
	
	


　注１「処理区分」の欄には、「業者委託」、「焼却」、「埋設」、「堆肥化」の区分を記載すること。
　注２「処理委託先または処理施設名称」の欄には、処理委託業者の名称及び会社所在地、焼却施設等名称及び住所、埋設処理の住所及び土地所有者名、堆肥化処理者名と施設の場所、堆肥利用者名と堆肥散布場所を記載すること。
　注３「処理経費」の欄には、処理に要した経費を記載すること。
　注４「周辺環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果」の欄には、処理終了後の保管場所における測定結果を記載すること。
　注５「備考」の欄には、処理に要した経費の予算措置（国、県、市町村単事業、その他など）について記載すること。

（２）一時保管用地の状況
	※処理完了後の状況と、農地においては今後の利用計画について記載





（３）添付資料（必須）
処理直前に一時保管汚染廃棄物の状況を撮影した写真（または当該年度事業完了時に撮影した写真でも可）と処理完了後に同位置より撮影した写真
